
令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：総務費   項：企画費  目：企画総務費
デジタルトランスフォーメーション推進チーム,業務プロセス改革課

広島県デジタルトランスフォーメーション推進事業（単県）

目 的

デジタル技術を活用して，様々な社会課題の解決と経済発展の双方の実現を図るデジタルトランスフォーメーション
（ＤＸ）を「仕事・暮らしのデジタル化」,「地域社会におけるデジタル化」,「行政のデジタル化」の３つの柱で進め 
るとともに，それらを支える基盤として，人材育成とデータ利活用の推進に取り組む。
※デジタルトランスフォーメーション：2004年にスウェーデンのストルターマン教授が提唱した「ＩＴの浸透が，人々
の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」という概念。ＤＸと表記。

事業説明

対象者

県民，市町，企業，団体等

事業内容

（単位：千円）

内 容 要求額

仕事・暮らしの
デジタル化の推進

地域社会における
デジタル化の推進

行政のデジタル化
の推進

「広島県ＤＸ推進コミュニティ」を通じて県内企業・事業者，教育機 
関等のＤＸ推進を支援する。※週1回程度で企画を実施する。
○ 理解・実践意識の醸成

・ＤＸの基礎を学ぶ勉強会（ミーティング，セミナー等）
・ＤＸ事例研究会（ワークショップ，事例研究発表会等）
・広島の未来を語る100人（有識者や経営者へのインタビュー）
・情報発信（ホームページ，講演等）

○ 地域課題の解決のサポート
・市町の取組支援

○ 各局のＤＸ関連施策のサポート

17,097

ＤＸ推進を支える基盤
づくり

○ 人材育成
・人材育成，確保，活用の在り方研究
・タウンミーティング，セミナー
・県・市町職員研修（1,000人程度予定）

○ データ利活用
・データ活用の在り方研究
・データ活用セミナー
・オープンデータカタログサイトの構築

13,117

合 計 30,214

成果目標

○ 事業目標 ：県内全域におけるデジタルトランスフォーメーションの推進（R3目標）
・県，市町，民間企業等におけるDXを実践する意識の醸成
・県内で求められるDX人材の育成プログラムの策定及びオープンデータカタログサイトの構築

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査  定  額 30,214 0 0 0 0 0 0 0 30,214

要  求  額 30,214 0 0 0 0 0 0 0 30,214

前 年 度
当 初 予 算 額

35,205 0 0 0 0 0 0 0 35,205

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：総務費   項：企画費 目：研究開発費
研究開発課

デジタル技術を活用した研究技術支援機能強化事業（単県）

目 的

総合技術研究所において，将来にかけて必要とされる技術を有する人材を継続的に育成し，県内中小企業及び農林水 
産事業者（以下「事業者等」という。）が抱える技術的課題に対応する基盤技術を整備することにより，技術支援機能 
を強化する。

事業説明

対象者

総合技術研究所研究員，県内の企業や生産者等

事業内容

（単位：千円）

区 分 内 容 要求額

デジタル技術を
活用できる人材 
の育成

○ 専門分野＋デジタル分野の技術を持つ研究員の育成
・外部講師による研修，コンサル等によりデジタル人材（研究員）を育成 ○ 

デジタル技術を活用する事業者等，県職員のスキルアップの支援
・デジタル機器やデジタル化した技術を用いたセミナー等により，事業者等

や県職員のスキルアップを支援

9,075

研究員の熟練技
能のデジタル化
による技術支援 
機能の強化

○ 研究員の技術支援機能のデジタル化
○ 画像処理，AI技術等を用いた研究員の熟練技能のデジタル化

・酒造工程における発酵制御技能
・農作物の栽培技能
・牛の生育支援技能
・目視判定試験・評価の自動化

○ VR・AR技術を用いた公設試のバーチャル化
○ センター間ネットワークの構築

20,585

合 計 29,660

成果目標

○ ワーク目標：デジタル技術の活用による事業者等の課題解決件数  （R3～7累計） 166件
○ 事業目標  ：デジタル技術の活用による事業者等の課題解決件数 （R3目標）    29件

デジタル研究人材数 （R3目標）   35人

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 29,660 0 0 0 0 0 0 0 29,660

要 求 額 29,660 0 0 0 0 0 0 0 29,660

前 年 度
当 初 予 算 額

54,566 25,867 0 0 0 0 0 0 28,699

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：総務費 項：総務管理費  目：財産管理費
財産管理課

元海田庁舎土壌汚染対策費補助金（単県）【新規】

目 的

令和元年度に海田町へ売却した元海田庁舎敷地の土壌汚染対策費用の一部を補助する。

事業説明

対象者

海田町

事業内容

令和元年度に海田町へ売却した後，土壌汚染調査により基準値を超えるヒ素が検出された元海田庁舎敷地につい
て，海田町からの支援の申入れに基づき，土壌汚染対策費用のうち，新庁舎建設工事に伴い，土壌汚染対策法上対応 
が求められる範囲の工事費用及び土壌汚染による工期延伸に伴う関連費用の一部を補助する。

（単位：千円）

内 容 要求額

・元海田庁舎敷地土壌汚染対策費補助金【新規】 67,040

成果目標

○ 事業目標： 土壌汚染対策の早期完了に向けた補助の実施（R3目標）

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査  定  額 67,040 0 0 0 0 0 0 0 67,040

要  求  額 67,040 0 0 0 0 0 0 0 67,040

前 年 度
当 初 予 算 額

0 0 0 0 0 0 0 0 0

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：総務費 項：総務管理費  目：財産管理費
財産管理課

県庁舎耐震化等整備事業（単県）

目 的

防災拠点等となる県庁舎の耐震化を図り，大規模災害発生時における業務を円滑に行い，県民の安全，安心を確保す 
る。

事業説明

対象者

県民，来庁者，県職員

事業内容

地震発生時に応急対応を行う防災拠点等となる県庁舎について，災害時に来庁者及び職員の安全を確保するととも 
に，職員が業務を早期に再開することを目的に耐震化を行う。

（単位：千円）

内 容 要求額

県庁舎耐震化工事
（工期：H30～R3）

＜R3実施内容＞
・耐震補強工事（本館）
・浸水・液状化対策工事（本館，南館，東館，農林庁舎）
・移転費用

1,094,681

成果目標

○ 事業目標 ：災害発生時における防災拠点である県庁舎の耐震化（R3目標）
（本館の耐震補強工事並びに東館及び農林庁舎を含む浸水，液状化対策工事の実施）

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査  定  額 1,094,681 0 0 0 0 0 0 898,800 195,881

要  求  額 1,094,681 0 0 0 0 0 0 898,800 195,881

前 年 度
当 初 予 算 額

1,493,444 0 0 0 0 0 0 1,393,800 99,644

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：総務費 項：総務管理費  目：財産管理費
財産管理課

県庁舎リフレッシュ事業（単県）

目 的

県庁舎の耐震化工事に併せて，窓ガラスや設備，内装等のリフレッシュ工事を行い，来庁者の利便性を確保するとと 
もに，執務環境を改善する。

事業説明

対象者

県民，来庁者，県職員

事業内容

耐震化工事に併せて，来庁者の利便性や職員の執務環境を大きく改善するため，外壁の改修，壁・床・天井の張り 
替え，窓枠の改修及び電気設備の更新など大幅なリフレッシュ工事を行う。

（単位：千円）

内 容 要求額

県庁舎リフレッシュ工事
（工期：H30～R3）

＜R3実施内容＞
・窓ガラス落下防止工事（本館） 79,719
・庁舎維持保全工事（本館） 259,229
・内装改修等（本館） 141,315

合 計 480,263

成果目標

○ 事業目標 ：来庁者の利便性や職員の執務環境の改善（R3目標）
（本館の外壁改修，内装改修，窓ガラス落下防止及び電気ケーブル更新等の実施）

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査  定  額 480,263 0 0 0 0 0 0 389,000 91,263

要  求  額 480,263 0 0 0 0 0 0 389,000 91,263

前 年 度
当 初 予 算 額

745,578 0 0 0 0 0 0 610,700 134,878

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：総務費 項：総務管理費 目：財産管理費
財産管理課

地方機関庁舎耐震化等整備事業 （単県）

目 的

防災拠点等となる地方機関庁舎の耐震化を図り，大規模災害発生時における業務を円滑に行い，県民の安全，安心を 
確保する。

事業説明

対象者

県民，来庁者，県職員

事業内容

地震発生時に応急対応を行う防災拠点等となる地方機関庁舎について，被災時に来庁者及び職員の安全を確保すると 
ともに，職員が業務を早期に再開することを目的に耐震化等を行う。

また，耐震化に併せて集約した地方機関庁舎について，集約後の庁舎建物を解体する。

（単位：千円）

内 容 要求額

○ 耐震改修工事等
・福山庁舎（耐震改修・内部改修工事等，工期：H30～R3）
・三次庁舎（耐震改修工事等，工期：R1～R3）
・庄原庁舎（耐震改修・内部改修工事等，工期：R1～R3）
・廿日市庁舎第２庁舎（耐震改修工事等，工期：R2～R3）

928,510

○ 解体撤去等実施設計
・庄原庁舎第２庁舎

2,681

合 計 931,191

成果目標

○ 事業目標 ：・災害発生時における防災拠点等である地方機関庁舎の耐震化（R3目標）
（福山庁舎，三次庁舎，庄原庁舎及び廿日市庁舎第２庁舎の耐震改修工事等の完了）

・集約後の庄原庁舎第２庁舎の解体撤去等実施設計の完了（R3目標）

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 931,191 0 0 0 0 0 0 802,300 128,891

要 求 額 931,191 0 0 0 0 0 0 802,300 128,891

前 年 度
当 初 予 算 額

（債務293,785

1,442,922 0 0 0 0 0 0
264,400

1,306,600
29,385)

136,322

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：総務費   項：総務管理費  目：財産管理費
財政課

広島県土地造成事業等債務処理基金積立金（単県）

目 的

土地造成事業会計及び港湾特別整備事業費特別会計（臨海土地造成事業）においては，バブル経済崩壊以降の地価 
の下落に伴い，造成原価を下回る価格で分譲地を売却せざるを得なかったことなどにより経営状況が悪化したため，
今後，長期間にわたり，企業債の償還等に必要な資金が不足する見込みとなっている。

このため，後年度に想定される負担を平準化し，計画的に債務処理を進めるため，「広島県土地造成事業等債務処
理基金」への積立を行う。

事業説明

事業内容

（単位：千円）

内 容
前年度
予算額

要求額

広島県土地造成事
業等債務処理基金
積立金

土地造成事業会計及び港湾特別整備事業費特別会計（臨海土地 
造成事業）における今後の資金不足に対応するため，「広島県土
地造成事業等債務処理基金」への積立を行う。
【基金積立計画】

R元～R13 年30億円（最終年2億円） 総額362億円
【R3年度積立額】

30億円

3,000,000 3,000,000

【広島県土地造成事業等債務処理基金積立計画】
（単位：億円）

区 分

土地造成事業会計及び港湾特別整

備事業費特別会計（臨海土地造成

事業）における各年度の資金不足 

見込額

土地造成事業会計

R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 計

- - - ▲ 12 ▲ 66 ▲ 54 ▲ 1 ▲ 18 ▲ 4 ▲ 12 ▲ 1 ▲ 6 ▲ 55 ▲ 47 ▲ 79 ▲ 7 ▲ 362

- - - ▲ 12 ▲ 66 ▲ 54 ▲ 1 ▲ 18 ▲ 4 ▲ 12 ▲ 1 ▲ 6 ▲ 4 - - - ▲ 178

港湾特会（臨海土地） - - - - - - - - - - - - ▲ 51 ▲ 47 ▲ 79 ▲ 7 ▲ 184

基金への積立見込額 

年度末基金残高

30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 2 - - 0 362

30 60 90 108 72 48 77 89 115 133 162 186 133 86 7 0 -

成果目標

土地造成事業会計及び港湾特別整備事業費特別会計（臨海土地造成事業）における今後の資金不足に対応するた
め，計画的な基金積立を行うことにより，後年度に想定される負担を平準化し，債務処理を着実に進める。

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 3,000,000 0 0 0 0 0 0 0 3,000,000

要 求 額 3,000,000 0 0 0 0 0 0 0 3,000,000

前 年 度
当 初 予 算 額

3,000,000 0 0 0 0 0 0 0 3,000,000

査定結果

要求どおり
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